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１ 用語集 

用語名 解説 

ＩＣＴ Information and Communication Technology の略。情報コミュニケ

ーション技術、情報通信技術と訳される。 

アウトリーチ 悩みごとを抱えた人等が、相談窓口へ出向いて相談するのではなく、

相談支援が届きにくい、相談先まで訪れる人が難しい人に対し、積

極的に対象者のいる場所へ出向き、相談・サービス・情報を届ける

支援の方法。 

ＡＬＬＹ（アライ） 同盟や支援を意味する英語「ally」が語源で、性的少数者（セクシ

ャルマイノリティ）を理解し、支援するという考え方やその考えを

持つ人のこと。 

基幹相談支援 

センター 
地域の相談支援の拠点として、障がいのある人や家族が住み慣れた

地域で安心して生活できるよう、様々な悩みごとへの相談支援や制

度の案内を総合的に行う機関。 

業務継続計画 自然災害等の緊急事態が発生した場合に、損害を最小限にとどめつ

つ、事業の継続・早期復旧ができるよう、平常時に行うべき活動や

緊急時における対応などを決めておく計画のこと。 Business 

Continuity Plan を略しＢＣＰとも呼ばれる。 

権利擁護 自己の権利を行使することが困難な状況にある人に対して、その人

の権利を尊重し、代弁し、あるいは具体的な支援を行うこと。 

後見人 認知症、知的障がい、精神障がい等によって、判断する能力が欠け

ているのが通常の状態の方について、家庭裁判所から選任され、本

人の財産に関する全ての法律行為を本人に代わって行う人。 

こども家庭センター 「子ども家庭総合支援拠点（児童福祉部門）」と「子育て世代包括支

援センター（母子保健部門）」を一本化し、これまでの機能は引き継

ぎながら全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を

行う機関。 

災害ボランティア 

センター 
大規模な災害が発生した際に、被災された方の困りごとを把握し、

被災者個人や地域だけでは対応しきれない困りごとに対し、県内外

から支援に来られる災害ボランティアの方々を効率的に活動へ結び

つけ、復旧・復興に向けた支援活動を行う拠点。 
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用語名 解説 

社会福祉法人 社会福祉法で定められた社会福祉事業を行うことを目的として設立

される法人。 

社会保障費 医療、福祉、介護、生活保護等の公的サービスのための費用。 

重層的支援体制 

整備事業 
地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援

体制を構築するため、「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた

支援」を一体的に実施する事業。 

自立相談支援 

センター 
「働きたくても働けない」「住むところがない」などの生活の困りご

とや不安を抱える人からの相談を受け、課題の解決や自立に向けた

支援を行う機関。 

身上監護 成年後見人等が、被後見人等の意思を把握、尊重し、被後見人等の

生活、治療、療養、介護等に関する法律行為を行うこと。 

生活困窮者 就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくな

るおそれのある人。 

生活支援 

コーディネーター 
地域支え合い推進員ともいう。高齢者の生活支援・介護予防サービ

スの体制整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活

支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート

機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす人。 

性的少数者 「結婚や恋愛は異性が対象」「身体の性別と心の性別は一致する」な

ど今まで一般的・典型的と考えられてきた性のあり方に当てはまら

ない人。レズビアン（女性の同性愛者）、ゲイ（男性の同性愛者）、バ

イセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（出生時に決めら

れた性に違和感を持つ人）の頭文字を取って、ＬＧＢＴと呼ばれる

ことがある。多様な性のあり方の中には、ＬＧＢＴに当てはまらな

いものもある。 

制度の狭間 一人ひとりの抱える課題の複雑化・多様化によって、高齢者や障が

いのある人、こどもといった分野に分かれた福祉の枠組みにあては

まらず、適切な支援を受けることが難しくなっている状態。 

地域包括 

ケアシステム 
重度な要介護状態や認知症になっても住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援を一体的に提供する体制。 
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用語名 解説 

地域まちづくり 

推進委員会 
地域内外で活動する多様な個人や団体と連携して、地域課題の解決

や魅力あるまちづくりを推進する事業に取り組む市長の認定を受け

た地域住民の組織。 

ＤＶ（ドメスティッ

ク・バイオレンス）・

デートＤＶ 

配偶者等、親密な関係にある又はあった人から振るわれる暴力をＤ

Ｖという。身体的、精神的、性的、経済的暴力等がある。特に恋人や

交際相手から振るわれる暴力をデートＤＶという。 

2040 年問題 「団塊ジュニア世代（1971～74 年生まれ）」が 65歳以上となり、高齢

者人口がピークを迎える一方で、生産年齢人口（15～64 歳）が急減

することにより生じる、社会保障費の増大、労働力不足といった社

会・経済の様々な課題の総称。 

ニッポン一億 

総活躍プラン 

 

少子高齢化社会の問題に真正面から取り組み、あらゆる場で誰もが

活躍できる全員参加型社会（一億総活躍社会）を目指すために、平

成 28 年６月に閣議決定されたプラン。 

8050 問題 80 代の親と 50 代の子といった、高齢の親が中年層の子の生活を扶

養している中で家庭が抱える課題のこと。 

ひきこもり 様々な要因の結果として、就学、就労、家庭外での交遊など社会的

参加を回避し、原則的には６ヵ月以上にわたって概ね家庭にとどま

り続けている状態。この場合、他者と交わらない形での外出は社会

的参加に含まれない。 

福祉協力員 民生委員・児童委員と自治会長等から推薦を受け、市社会福祉協議

会会長から委嘱された、地域ボランティア。民生委員・児童委員等

と協力して見守り活動などを行う。 

福祉避難所 一般の避難所では生活が困難な高齢者や障がいのある人等の要配慮

者に対して特別な配慮をする避難所。 

ふれあい会食会 在宅で生活する高齢者等が、地域住民同士の仲間づくり・交流を行

うことで、参加者の生きがい創出や介護予防、閉じこもり防止を推

進し、住民参加による地域福祉の増進を目的とした会食会。 

ふれあいサロン 高齢者や障がいのある人、子育て中の親など、地域に住む孤立しが

ちな人たちが、気軽に集まり仲間づくりや交流をする活動。 

フレイル 老化や不活発な生活による心身機能の低下の状態のこと。 
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用語名 解説 

保護司 犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える、法務大臣から委嘱さ

れた民間のボランティア。保護観察官と協働して保護観察に当たるほ

か、犯罪や非行をした人が刑事施設や少年院から社会復帰を果たした

とき、スムーズに社会生活を営めるよう、釈放後の住居や就業先など

の帰住環境の調整や相談を行う。 

保佐人 認知症、知的障がい、精神障がい等によって、判断する能力が著し

く不十分な方について、家庭裁判所から選任され、特定の法律行為

の代理権を与えられた人。 

補助人 認知症、知的障がい、精神障がい等によって、判断する能力が不十

分な方について、家庭裁判所から選任され、特定の法律行為につい

て、代理権もしくは同意権（取消権）のいずれか又は双方を与えら

れた人。 

宮崎市総合計画 本市が総合的かつ計画的なまちづくりを進めるための行政運営の基

本指針であり、本市の最上位計画。 

宮崎市福祉の 

まちづくり条例 
福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に推進し、すべての市民が幸

せを実感できる福祉社会の実現を目的として制定された条例。 

民生委員・児童委員 厚生労働大臣から委嘱される地域の福祉の担い手。住民の様々な相

談に応じ、必要な支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割を

担う民生委員と、子どもや子育て家庭の相談支援、児童の健全育成

にあたる児童委員を兼任している。一部の民生委員・児童委員は、

子どもや子育てに関する支援を専門的に担当する「主任児童委員」

として指名される。 

ヤングケアラー 家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認めら

れる子ども・若者。 
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２ 委員名簿 

（１）第五次宮崎市地域福祉計画策定委員会 委員名簿 

 

 所属 職名 氏名 

委員長 公立大学法人 宮崎公立大学 学長 辻󠄀 利則 

副委員長 宮崎市地区社会福祉協議会会長会 会長 大神 博 

委員 宮崎市自治会連合会 会長 中原 崇 

委員 宮崎市地域まちづくり推進委員会連絡協議会 委員 富川 篤志 

委員 宮崎市民生委員児童委員協議会 副会長 中窪 民子 

委員 社会福祉法人 宮崎市社会福祉協議会 会長 佐山 幸二 

委員 一般社団法人 宮崎県社会福祉士会 副会長 黒木 有己乃 

委員 宮崎市老人クラブ連合会 会長 竹中 隆志 

委員 特定非営利活動法人 宮崎市手をつなぐ育成会 理事長 土屋 良子 

委員 宮崎市ＰＴＡ協議会 副会長 持原 将之 

委員 宮崎地区保護司会 会長 田山地 章志 

委員 公益社団法人 宮崎市郡医師会 副会長 牛谷 義秀 

委員 宮崎商工会議所 事務局長 益田 浩志 

委員 宮崎公立大学 人文学部 国際文化学科 学生 戸田 菜月 

委員 公募  黒岩 寿 
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（２）第五次宮崎市地域福祉計画策定会議（幹事会） 委員名簿 

① 策定会議               ② 策定会議幹事会 

 職名 氏名   職名 氏名 

議長 福祉部長 田村 欣浩  幹事長 福祉総務課長 岩切 洋子 

副議長 子ども未来部長 川越 晴美  幹事 障がい福祉課長 吉野 小百合 

委員 総合政策部長 富田 智美  幹事 地域包括ケア推進課長 関本 和浩 

委員 危機管理部長 和田 敏法  幹事 介護保険課長 森山 誠一 

委員 地域振興部長 山本 哲也  幹事 社会福祉第一課長 井上 光朗 

委員 健康管理部長 河野 芳州  幹事 社会福祉第二課長 日髙 智子 

委員 農政部長 小野 幸治  幹事 子育て支援課長 池袋 裕子 

委員 観光商工部長 児玉 宏  幹事 子ども家庭支援課長 松木 弘志 

委員 建設部長 江藤 隆博  幹事 総合政策課長 鶴岡 修 

委員 都市整備部長 小嶋 啓太  幹事 危機管理課長 井久保 利浩 

委員 佐土原総合支所長 図師 伸一  幹事 地域コミュニティ課長 平田 美加幸 

委員 教育局長 森屋 重吾  幹事 地域保健課長 髙木 久美子 

    幹事 健康支援課長 福元 淳一 

    幹事 農政企画課長 増元 幹治 

    幹事 産業政策課長 宇都宮 篤 

    幹事 住宅課長 河野 通康 

    幹事 都市計画課長 金丸 徳男 

    幹事 佐土原・地域市民福祉課長 長田 理恵子 

    幹事 学校教育課長 小川 充 
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（３）第五次宮崎市地域福祉計画検討会議メンバー 

 

所属 職名 氏名 

社会福祉法人 宮崎市社会福祉協議会 事務局長 井畑 信二 

宮崎市基幹相談支援センター 

地域生活支援センター すみよし 
センター長 山口 麻衣子 

宮崎市大宮地区地域包括支援センター 管理者 山口 紀寛 

宮崎市自立相談支援センター これから 

家計改善支援事業 
総括支援員 江口 綾子 

宮崎市自立相談支援センター これから 

ひきこもり支援事業 ひだまり 
コーディネーター 串間 美沙 

特定非営利活動法人 みやざき子ども文化センター 理事兼事務局長 片野坂 千恵 

公益社団法人 宮崎県看護協会 在宅支援室 室長 荒川 文子 

一般社団法人 宮崎県宅地建物取引業協会 
総括次長兼 

住宅管理課長 
堂込 真紀 

宮崎県農業協同組合 宮崎中央地区本部 次長 境田 考一 

株式会社 ポップミックス 代表取締役 山口 和子 

宮崎大学 地域資源創成学部 地域創造コース 学生 井野 佑信 

宮崎公立大学 人文学部 国際文化学科 学生 戸田 菜月 

公募   黒岩 寿 

公募   川越 明子 

宮崎市自治会連合会 常務理事 岩切 新 

宮崎市民生委員児童委員協議会 副会長 日髙 薫 

宮崎市地区社会福祉協議会会長会 副会長 緒方 文彦 
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（４）宮崎市成年後見推進協議会 委員名簿 

 

 所属 氏名 

会長 宮崎県弁護士会 山田 卓 

委員 宮崎県弁護士会 谷口 純一 

委員 
公益社団法人 成年後見センター・リーガルサポート 

宮崎県支部 
隈本 武 

委員 
公益社団法人 成年後見センター・リーガルサポート 

宮崎県支部 
貴田 佐季子 

委員 一般社団法人 宮崎県社会福祉士会 武田 真穂 

委員 一般社団法人 宮崎県社会福祉士会 宮原 恵子 

委員 社会福祉法人 宮崎市社会福祉協議会 末継 慎一 

委員 社会福祉法人 宮崎市社会福祉協議会 福永 富雄 

 

（５）宮崎市再犯防止推進協議会 構成機関 

 

名称 

更生保護法人 みやざき青雲 宮崎県警察本部（宮崎北警察署） 

宮崎地区保護司会 宮崎地域生活定着支援センター 

宮崎地区更生保護女性会 宮崎市社会福祉協議会 

宮崎県協力雇用主会 宮崎市危機管理部地域安全課 

居住支援法人 株式会社 ミライズ 宮崎市福祉部福祉総務課 

宮崎保護観察所 宮崎市福祉部社会福祉第一課 

宮崎刑務所 宮崎市子ども未来部子育て支援課 

宮崎少年鑑別所 宮崎市建設部住宅課 

宮崎地方検察庁 宮崎市教育委員会生涯学習課 

宮崎公共職業安定所  
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３ 第五次宮崎市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

（目的） 

第１条 第五次宮崎市地域福祉計画の策定を行うため、第五次宮崎市地域福祉計画策定委員会（以下「策定委員会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 策定委員会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について審議する。 

 (１) 第四次宮崎市地域福祉計画の評価に関すること 

 (２) 第五次宮崎市地域福祉計画の策定に関すること 

 (３) その他前２号に関連する事項 

（組織及び任期） 

第３条 策定委員会は、委員２１名以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 (１) 公募に応じたもの 

  (ア) 市内に居住するもの又は市内に勤務するもの 

  (イ) 市内の大学に在籍するもの 

 (２) 学識経験者 

 (３) 地域福祉・地域医療に関わる団体の関係者 

 (４) 福祉等の事業に従事している者 

 (５) その他市長が適当と認める者 

２ 策定委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は委員の互選により、副委員長は委員長の指名によりこれを定め

る。 

３ 委員長は、策定委員会を総括する。副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を

代理する。 

４ 委員の任期は、令和８年３月３１日までとする。 

（会議） 

第４条 策定委員会の会議は、委員長が招集し委員長が議長となる。 

２ 会議を招集しようとするときは、委員に対し、会議の議案並びに日時及び場所を示して開会の日前３日までに文書そ

の他記録の残る方法で通知するものとする。 

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

５ 会議は、ＷＥＢ会議システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる

システムをいう。）を利用して開催することができる。 

６ 委員長が必要と認めるときは、会議に委員以外の者を出席させ、意見又は説明を求めることができる。 

（欠席および代理） 

第５条 委員は、会議に出席できない場合は、あらかじめ、その旨を福祉部福祉総務課に申し出なければならない。 

２ 委員が出席できない場合は、当該委員があらかじめ指名するものを代理者として出席させることができる。 

（庶務） 

第６条 策定委員会の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、第五次宮崎市地域福祉計画公表の翌日に廃止する。 
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４ 第五次宮崎市地域福祉計画策定会議設置要綱 

（目的） 

第１条 第五次宮崎市地域福祉計画の策定を行うため、第五次宮崎市地域福祉計画策定会議（以下「策定会議」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 策定会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議する。 

 (１) 第四次宮崎市地域福祉計画の評価に関すること 

 (２) 第五次宮崎市地域福祉計画の策定に関すること 

 (３) その他前２号に関連する事項 

（組織） 

第３条 策定会議は、議長、副議長及び委員をもって組織し、それぞれ別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

２ 議長は、策定会議の会務を総理し、会議を主宰する。 

３ 副議長は、議長を補佐する。 

４ 議長は、策定会議を総括する。ただし、議長に事故あるとき又は欠けたときは、副議長がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 策定会議の会議は、議長が招集する。 

２ 会議を招集しようとするときは、委員に対し、会議の議案並びに日時及び場所を示して開会の日前３日までに文書そ

の他記録の残る方法で通知するものとする。 

３ 会議は、ＷＥＢ会議システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる

システムをいう。以下同じ。）を利用して開催することができる。 

４ 議長が必要と認めるときは、会議に委員以外の者を出席させ、意見又は説明を求めることができる。 

５ 委員は、会議に出席できない場合は、あらかじめ、その旨を福祉部福祉総務課に申し出なければならない。 

６ 委員が出席できない場合は、当該委員が所属する部の職員を代理者として出席させることができる。 

（書面会議） 

第５条 前条の会議については、議長が適当と認めるときは、同条の規定にかかわらず、書面による意見聴取等の方法に

よることができる。 

（幹事会） 

第６条 策定会議に第２条の所掌事務に関する具体的事項を審議検討させるため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は、福祉総務課長の職をもって充てる。 

４ 幹事は、別表２に掲げる職にあるものをもって充てる。 

５ 前２条の規定は、幹事会について準用する。 

（担当者会） 

第７条 幹事会の所掌事務を円滑に推進するため、担当者会を置くことができる。 

（庶務） 

第８条 策定会議及び幹事会の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、第五次宮崎市地域福祉計画公表の翌日に廃止する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、第五次宮崎市地域福祉計画公表の翌日に廃止する。 
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別表１                          別表２ 

  

区分 職名  区分 職名 

議長 福祉部長  幹事長 福祉総務課長 

副議長 子ども未来部長  幹事 障がい福祉課長 

委員 総合政策部長  地域包括ケア推進課長 

危機管理部長  介護保険課長 

地域振興部長  社会福祉第一課長 

健康管理部長  社会福祉第二課長 

農政部長  子育て支援課長 

観光商工部長  子ども家庭支援課長 

建設部長  総合政策課長 

都市整備部長  危機管理課長 

総合支所長（幹事）  地域コミュニティ課長 

教育局長  文化・市民活動課長 

  地域保健課長 

  健康支援課長 

  農政企画課長 

  産業政策課長 

  住宅課長 

  都市計画課長 

  地域市民福祉課長（幹事） 

  学校教育課長 
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５ 第五次宮崎市地域福祉計画検討会議設置要綱 

（目的） 

第１条 第五次宮崎市地域福祉計画に関する基本的事項を協議するため、第五次宮崎市地域福祉計画検討会議（以下「検

討会議」）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 検討会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議する。 

 (１) 第四次宮崎市地域福祉計画の評価に関すること 

 (２) 第五次宮崎市地域福祉計画の策定に関すること 

 (３) その他前２号に関連する事項 

（組織） 

第３条 検討会議は、次に掲げる者により組織し検討会議メンバー（以下「メンバー」）とする。 

 (１) 地域福祉に関わる団体の関係者又は福祉等の事業に従事している者 

 (２) 市内に居住又は勤務し、地域福祉に関心のある者 

 (３) その他市長が適当と認める者 

（会議） 

第４条 検討会議の会議は、福祉部福祉総務課長が招集し、座長となる。 

２ 会議を招集しようとするときは、メンバーに対し、会議の議案並びに日時及び場所を示し、開会の日前３日までに文

書その他記録の残る方法で通知するものとする。 

３ 会議は、ＷＥＢ会議システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる

システムをいう。以下同じ。）を利用して開催することができる。 

４ 検討会議は、必要に応じて関係者の出席を求め、意見等を聴くことができる。 

５ メンバーは、会議に出席できない場合は、あらかじめ、その旨を福祉部福祉総務課に申し出なければならない。 

６ メンバーが出席できない場合は、当該メンバーが所属する団体等の職員を代理者として出席させることができる。 

（書面会議） 

第５条 前条の会議については、福祉総務課長が適当と認めるときは、同条の規定にかかわらず、書面による意見聴取等

の方法によることができる。 

（庶務） 

第６条 検討会議の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行し、第五次宮崎市地域福祉計画公表の翌日に廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行し、第五次宮崎市地域福祉計画公表の翌日に廃止する。 
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６ 宮崎市成年後見推進協議会設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、宮崎市成年後見支援センター事業実施要綱（令和４年３月31日伺い定め）第５条第２項の規定に基

づき、宮崎市成年後見推進協議会（以下「協議会」という。）の設置及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議等を行う。 

 (１) 成年後見制度の利用促進に係る施策に関すること 

 (２) 中核機関の運営状況及び体制等に関すること 

 (３) 宮崎市成年後見制度利用促進基本計画に関すること 

 (４) 受任調整に関すること 

 (５) その他成年後見制度の利用の促進に関し市長が必要と認めること 

 （組織） 

第３条 協議会は、10人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 宮崎県弁護士会に属する者 

 (２) 成年後見センター・リーガルサポート宮崎県支部に属する者 

 (３) 宮崎県社会福祉士会に属する者 

 (４) 法人後見支援員の活動実績がある法人後見受任団体に属する者 

３ 委員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

 （会長等） 

第４条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、その任期は委員の任期とする。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、その職務を代理する。 

 （オブザーバー) 

第５条 市長は、協議会の議題により、成年後見制度に関し優れた識見を有する者等に会議への出席を求め、その説明又

は意見を聴き、又は必要な資料を提出させることができる。ただし、オブザーバーは議決権を有さないこととする。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて市長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事で議決を要するものは、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

 （合議体） 

第７条 協議会は委員のうちから、協議会が指名する者４人をもって構成する合議体で第２条第４号に掲げる事項につい

て協議を行う。 

２ 合議体に長を１人置き、当該合議体を構成する委員の互選によってこれを定める。 

３ 協議会において別段の定めをした場合のほかは、合議体の議決をもって協議会の議決とする。 

４ 前条第２項及び第３項の規定は、合議体について準用する。この場合において、前条第２項及び第３項中「会議」と

あるのは「合議体の会議」と、同項中「議長」とあるのは「合議体の長」と読み替えるものとする。 

 （報償） 

第８条 委員及びオブザーバーが協議会に出席した場合には、１回につき8,000円の報償費を支給する。ただし、行政機

関の職員については支給しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、会議の時間が２時間未満のときは、報償費の額は前項の定める額の２分の１の額とする。 

 （守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 （庶務） 

第10条 協議会の庶務は、福祉部地域包括ケア推進課及び健康管理部健康支援課において処理する。 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

 （旧要綱の廃止） 

２ 宮崎東諸県成年後見制度利用促進協議会の組織及び運営に関する要綱(令和４年３月31日伺い定め)は、廃止する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年10月１日から施行する。 
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７ 宮崎市再犯防止推進協議会設置要綱 

（目的） 

第１条 再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）第８条第１項の規定に基づき策定した宮崎市再犯防

止推進計画（以下「再犯防止計画」という。）の進行管理及び支援体制等について協議することを目的として、宮崎市

再犯防止推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会が所掌する事務は、次に掲げる事項とする。 

 (１) 再犯防止計画の進行管理及び推進に関すること。 

 (２) 関係機関との連携強化に向けた情報交換・情報共有に関すること。 

 (３) 再犯防止計画の改定及び修正、見直しに関すること。 

 (４) その他再犯防止計画に関して、協議会が必要と認める事項に関すること。 

（構成） 

第３条 協議会は、別表に掲げる関係機関に属する者（以下「構成員」という。）をもって構成する。 

（組織） 

第４条 協議会に会長を置き、宮崎市福祉総務課長の職にある者をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する構成員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者を会議に出席させ、意見、報告又は説明を求めることができる。 

（書面会議） 

第６条 前条の会議については、会長が適当と認めるときは、同条の規定にかかわらず、書面による意見聴取等の方法に

よることができる。 

（報償費） 

第７条 構成員が協議会に出席した場合には、１回につき 8,000 円の報償費を支給する。ただし、行政機関の職員につい

ては支給しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該構成員の出席した会議の時間が２時間未満のときは、当該構成員の報償費の額は、前

項に定める額の２分の１の額とする。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年５月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年９月１日から施行する。 
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別表 

 

  

民 間 

更生保護法人みやざき青雲 

宮崎地区保護司会 

宮崎地区更生保護女性会 

宮崎県協力雇用主会 

居住支援法人（株）ミライズ 

国・県 

宮崎保護観察所 

宮崎刑務所 

宮崎少年鑑別所 

宮崎地方検察庁 

宮崎公共職業安定所 

宮崎県警察本部（宮崎北警察署） 

宮崎県地域生活定着支援センター 

福 祉 宮崎市社会福祉協議会 

市 

危機管理部地域安全課 

福祉部福祉総務課 

福祉部社会福祉第一課 

子ども未来部子育て支援課 

建設部住宅課 

教育委員会生涯学習課 
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８ 策定経過 

開催日 会 議 内 容 

2024 年 12月 19日（木） 第１回地域福祉計画検討会議 ・グループワーク 

2025 年４月 24日（木） 第２回地域福祉計画検討会議 ・グループワーク 

2025 年５月 21日（水） 第３回地域福祉計画検討会議 
・地域福祉計画骨子案の検討 
・グループワーク 

2025 年５月 21日（水） 第１回成年後見推進協議会 
・利用促進基本計画骨子案 
の検討 

2025 年５月 28日（水） 
第１回地域福祉計画策定会議・
幹事会合同会議（書面会議） 

・地域福祉計画骨子案の検討 

2025 年７月４日（金） 第１回地域福祉計画策定委員会 ・地域福祉計画骨子案の検討 

2025 年７月 23日（水） 第４回成年後見推進協議会 ・利用促進基本計画素案の検討 

2025 年７月 23日（水） 第１回再犯防止推進協議会 ・再犯防止計画案の検討 

2025 年７月 25日（金） 第４回地域福祉計画検討会議 ・地域福祉計画素案の検討 

2025 年８月６日（水） 
第２回地域福祉計画策定会議 

幹事会 
・地域福祉計画素案の検討 

2025 年８月７日（木） 
第２回地域福祉計画策定会議 

（書面会議） 
・地域福祉計画素案の検討 

2025 年８月 22日（金） 第２回地域福祉計画策定委員会 ・地域福祉計画素案の検討 

2025 年９月 22日（月） 
第２回再犯防止推進協議会 

（書面会議） 
・再犯防止計画案の検討 

2025 年９月 24日（水） 第６回成年後見推進協議会 ・利用促進基本計画案の検討 

2025 年 10月７日（火） 第５回地域福祉計画検討会議 
・地域福祉計画素案の検討 

・グループワーク 

2025 年 10月 15日（水） 
第３回地域福祉計画策定会議 
幹事会（書面会議） 

・地域福祉計画素案の検討 

2025 年 10月 27日（月） 
第３回地域福祉計画策定会議 

（書面会議） 
・地域福祉計画素案の検討 

2025 年 11月 18日（火） 第３回地域福祉計画策定委員会 ・地域福祉計画素案の検討 

2025 年 12月 18日（木）

～2026年 1月 22日（木） 
パブリックコメントの実施 

・地域福祉計画素案への意見

募集（意見の提出５件） 

2026 年 2月 12日（木） 
地域福祉計画策定委員会等への

報告（書面報告） 

・パブリックコメントの実施結

果及び地域福祉計画案の報告 
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